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1 はじめに
マルチエージェント研究分野において複数論点交渉

問題が重要な研究課題となってきている．特に，筆者
らはより現実的な設定である複数の論点が相互依存関
係にある場合に注目している [1]．複雑な交渉問題にお
いて交渉プロトコルのスケーラビリティが重要となる．
本論文では，各論点間の相互依存度に基づき論点グルー
プを決定し，投票に基づく SAにより論点グループご
とに合意形成を行なう手法を提案する．また，シミュ
レーション実験により既存の手法と比較して本手法は
高いスケーラビリティをもつことを示す．
本論文の構成を以下に示す．2. において本交渉問題

の設定を示し，3. において提案手法を示す．その後，4.
において実験的評価を行い，最後にまとめを示す．

2 論点間の依存関係に基づく交渉モデル
本論文では，N 個のエージェントが合意形成を試み

る交渉の状況を考える．個々の論点を i j ∈ Iと表し，論
点が |I|個存在する．論点 i jは [0, X]の範囲の整数を値
として持つ（1 ≤ j ≤ |I|）．交渉の結果得られる合意案
は，各論点の値のベクトル ~s = (s1, ..., s|I|)と表現され
る．エージェントの効用関数は ua(~s)とする．論点同士
が相互依存関係の場合，各エージェントの効用空間が
膨大になるため，多大な計算量が必要になる．プロト
コルの目的関数は，全てのエージェントの効用の総和
を最大化する合意の発見とする．
エージェントは論点間の相互依存関係を相互依存関係

グラフにより保持する．相互依存関係グラフはノードを
各論点，エッジを相互依存関係の有無，重みを相互依存
度とした，重み付き無向グラフである．(G(P, E,w) : P =

{1, 2, . . . , |I|}(有限集合), E ⊂ {{x, y}|x, y ∈ P},w : E → R)．
図 1に相互依存関係グラフの例を示す．交渉における
相互依存度の定義は [2]や文献 [1]など複数の指標が存
在する．

3 論点グループに基づく交渉プロトコル
論点グループに基づく交渉プロトコルを示す．
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図 1: 相互依存関係グラフ

(1)相互依存関係の抽出エージェントの効用関数を解析
し，自身の相互依存度グラフを生成する．その後，エー
ジェントはメディエータに相互依存関係グラフを送信
する．
(2)論点グループの決定各エージェントはGirvan-Newman
algorithm[3]を用いて論点グループ案を作成する．その
後，メディエータは各エージェントから提出された合意
案を幅優先探索に基づいて組み合わせ，最終的な論点
グループを決定する．論点グループ生成の際に論点グ
ループ数やパラメータを中央で単一に決めるのは，エー
ジェントごとに基準が異なるため困難である．本手法
はメディエータがエージェントから論点グループ案を
受け取り組み合わせているため，すべてのエージェン
トのアイデアを考慮した論点グループの決定ができる．
(3) 合意案の発見 各グループから生成された合意案を
組み合わせて，最終的な合意案を作成する．最終的な
合意案の発見は全エージェントからの 4種類の投票結
果 (Accept(+2), Weakly Accept(+1), Weakly Reject(-1),
Reject(-2))の和を評価値とした SA[4]により行う．も
し，グループ外の論点に関して相互依存関係が全くな
ければ，最終的に組み合わせた合意案は各グループで
作成された合意案の評価値と一致するため，最適な合
意案を発見できる．
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4 評価実験
4.1 実験設定

図 2: 論点間の相互依存関係

本実験では，エージェント間の交渉を 100回試行し
平均値を取る．効用空間および相互依存度の定義は文
献 [1]を採用する．効用空間作成のパラメータは以下
の通りである．論点の値域：[0, 9]，制約数： 10（単項
制約），5（二項制約），５（三項制約以上）．制約の
最大効用：100 ×（論点数）．制約の最大範囲：７．ま
た，各論点間の相互依存度の決定は図 2が示す設定と
し，多くの論点がほとんど他の論点と依存関係にかく，
少数の論点が他の多くの論点依存関係にある．
本実験では主に 3 つの手法の比較を行う．“(A) SA

based on Vote” は論点グループを生成せずに投票に基
づく SA による交渉手法である．“(B) Issue-Grouping
based on vote” は本論文で提案している論点グループ
を生成し，投票に基づく SAで合意形成を行う手法で
ある．“(C) Issue-Grouping with Maximizing” は論点グ
ループを生成し，通常の SAを用いて最適化する手法
である．手法 (A)，(B)において論点グループごとに最
適化を行う場合，SAは初期の温度を 50度として，100
回の繰り返し処理を経て温度を 0まで下げることとし
初期解はランダムに選択する．
最適率を求める実験において，網羅的な探索を行っ

た場合，問題がスケールアップするにつれて計算量的
困難が生じる．そこで，全エージェントの効用関数を
すべてメディエータに公開し，SAを用いた探索により，
発見した解を近似最適解とする．近似最適解を求める
ための SAは初期の温度を 50度として，500回の繰り
返し処理を経て温度を 0まで下げることとし初期解は
ランダムに選択する．最適率として (各手法で求めた
解の効用値)／ (近似最適解)を用いる．また，最適率
を求める際は合意形成失敗つまり合意案が発見できな
い場合は解の効用値を 0とする．実験は JAVA2(1.5)で
記述し，Mac OS 10.6が動作している iMac (Core2Duo
2.33GHzメモリ 1.5GB)で行った．

図 3: 最適率の比較

4.2 実験結果

図 3は各手法の最適率の比較を示している．(B)と
(C)を比較した場合，提案手法 (B)のほうが最適率の高
い合意案を発見できている．また，(A)の最適率が 1を
上回っている．以上の結果から論点グループを生成す
ることで同じ計算時間で最適率の高い合意案を効率的
に発見できていることが分かる．論点数が増加するご
とに (A), (B)の最適率は減少している．減少の理由と
しては，論点数が増加するごとに探索空間がひろくな
るため，良質な合意案を発見するのが困難だからであ
る．一方，論点数が増加するごとに (C)の最適率が増
加している．増加の理由としては，論点グループの生
成により個々の論点グループの探索空間の増大を抑制
しているからである．

5 おわりに
本論文では，論点グループに基づく合意形成手法を

提案した．また，本論文の提案手法が既存の手法と比
較して高いスケーラビリティをもつことを示した．今
後の課題として，論点グループに基づく交渉手法が序
数的効用でも適用できるかの解析が必要がある．
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